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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：トリエタノールアミン 
CAS 番号：102-71-6 
化審法官報公示整理番号：2-308 
化管法管理番号： 
RTECS 番号：KL9275000 

分子式：C6H15NO3 

分子量：149.19 
換算係数：1 ppm = 6.10 mg/m3（気体、25℃） 
構造式：  

 

（2）物理化学的性状 

本物質はわずかにアンモニア臭をもつ無色の粘稠な吸湿性液体である 1)。 

融点 21.5℃ 2)、21.57℃ 3) , 4)、21.1℃ 5) 

沸点 
350℃ (101 kPa) 2)、335.4℃ (101 kPa) 3) , 4)、 
360℃ 5) 

密度 1.1242 g/cm3 (20℃) 2) 

蒸気圧 
< 10 Pa (25℃) 2)、4.79×10-4 Pa (25℃) 4)、 
< 1 Pa (20℃) 5) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) 
-1.00 (pH = 9.0、緩衝液) 6)、-2.3 (pH 不明) 5)、 
-2.3 (pH 不明、25℃) 7)、-1.9 (pH = 7.1～7.3、25℃)8) 

酸解離定数 (pKa) 7.76 (25℃) 2) , 4)、9.50 (25℃) 3) 

水溶性（水溶解度） 1.00×106 mg/L 4) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

次の pKa 推定結果より、本物質は環境水中で主に構造 I 及び構造 II として存在すると推定

された。 

pKa 推定結果（25℃、イオン強度 0）：pKa1 = 7.8±0.4、pKa2 = 14.5±0.5、 

pKa3 = 15.2±0.5、pKa4 = 15.9±0.5（Percepta9)の ACD/pKa GALAS 法） 

 

［5］トリエタノールアミン 
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本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性  

好気的分解 

分解率：BOD 0%、TOC 1.3%、GC 4.2% 

（試験期間：2 週間、被験物質濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L）10) 

 

化学分解性 

OH ラジカルとの反応性 （大気中） 

反応速度定数：110×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN 11)により推定） 

半減期：0.58～5.8 時間（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105 分子/cm3 12)と仮定し推

定） 

 

加水分解性 

加水分解の基を持たないため環境中では加水分解しないと考えられる 13)。 

 

生物濃縮性（濃縮性が無い又は低いと判断される物質 14)） 

生物濃縮係数 (BCF)： 

< 0.4（試験生物：コイ、試験期間：6 週間、試験濃度：2.5 mg/L）15) 

< 3.9（試験生物：コイ、試験期間：6 週間、試験濃度：0.25 mg/L）15) 

 

土壌吸着性 

有機炭素補正土壌吸着係数 (Koc)：10（KOCWIN 16)により推定） 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 製造輸入量等 

本物質の化審法に基づき公表された優先評価化学物質としての製造・輸入数量の推移を表

1.1 に示す 17)。 
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表 1.1 製造・輸入数量の推移 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 

製造・輸入数量 (t) a) 14,518 14,883 15,733 15,485 15,121 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

製造・輸入数量 (t) a) 17,079 15,524 14,482 16,247 15,149 

注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

 

本物質の輸出量 18)、輸入量 18)の推移を表 1.2 に示す。 

 
表 1.2 輸出量･輸入量の推移 

年 2014 2015 2016 2017 2018 

輸出量 (t)a) 1,173 422 1,234 86 37 

輸入量 (t)a) 5,317 5,959 5,567 5,441 8,131 

年 2019 2020 2021 2022 2023 

輸出量 (t)a) 56 64 74 62 25 

輸入量 (t)a) 6,840 6,868 7,474 6,808 7,404 

注：a) 普通貿易統計[少額貨物（1 品目が 20 万円以下）、見本品等を除く]統計品別表より。 
 

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、界面活性剤・医薬原料、ポリウレタン発泡剤、不凍液防錆剤、農薬用

溶剤、ガス吸収剤、医薬部外品添加物（薬用石けん、化粧品等）とされている 19)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は、人健康影響の観点から化学物質審査規制法優先評価化学物質（通し番号：108）に

指定されている。 

本物質は、人健康影響の観点から水環境保全に向けた取組のための要調査項目に選定されて

いる。 
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、我が国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度に

より評価を行っている。 

 

（1）環境中への排出量 

本物質は化学物質排出把握管理促進法（化管法）の第一種指定化学物質ではないため、排出

量及び移動量は得られなかった。 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

化管法に基づく排出量及び下水道への移動量が得られなかったため、Mackay-Type Level III 

Fugacity Model1)により媒体別分配割合の予測を行った。結果を表 2.1 に示す。 

 
表 2.1 Level Ⅲ Fugacity Model による媒体別分配割合（％） 

排出媒体 大 気 水 域 土 壌 大気/水域/土壌 

排出速度（kg/時間） 1,000 1,000 1,000 1,000（各々） 

大 気 0.0 0.0 0.0 0.0 

水 域 33.9 99.8 31.6 42.2 

土 壌 66 0.0 68.3 57.7 

底 質 0.1 0.2 0.1 0.1 

注：環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.2.1、表

2.2.2 に示す。 

 
表 2.2.1 各媒体中の存在状況（国による調査結果） 

媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 

           

一般環境大気 µg/m3          

           

室内空気 µg/m3          

           

食物 µg/g          

           

飲料水 µg/L          

           

地下水 µg/L          
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媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 

土壌 µg/g          

           

公共用水域・淡水 µg/L 0.18 0.48 0.031 2.7 0.0041 13/13 全国 2016 2) 

           

公共用水域・海水 µg/L 0.18 0.26 0.026 0.49 0.026 7/7 全国 2016 2) 

           

底質(公共用水域・淡水) µg/g          

           

底質(公共用水域・海水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・海水) µg/g          

           

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す。  
 

表 2.2.2 各媒体中の存在状況（国以外の調査結果） 

媒 体 
幾何 
平均値 

算術 
平均値 

最小値 最大値 a) 
検出 

下限値 
検出率 調査地域 測定年度 文献 

           

一般環境大気 µg/m3          
           
室内空気 µg/m3          
           
食物 µg/g          
           
飲料水 µg/L          
           
地下水 µg/L          
           
土壌 µg/g          
           
公共用水域・淡水 µg/L 0.26 0.69 0.014 1.9 0.0001 5/5 埼玉県 2019 3) b) 
  0.047 0.15 <0.0041 1.5 0.0041 38/41 岩手県 2016 4) c) 
  0.036 0.063 <0.0041 0.16 0.0041 12/14 岩手県 2015 4) c) 
           
公共用水域・海水 µg/L 0.034 0.035 0.025 0.052 0.011 12/12 岩手県 2016 4) c) 
  0.042 0.20 <0.011 1.0 0.011 5/6 岩手県 2015 4) c) 
           
底質(公共用水域・淡水) µg/g          
           
底質(公共用水域・海水) µg/g          
           
魚類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
魚類(公共用水域・海水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・海水) µg/g          
           

注：a) 最大値の欄の下線を付した数字は、参考値として曝露の推定に用いた値を示す。 
    b) 精度管理の検討が不十分なため、定量的な曝露の推定には採用しない。 
    c) 著者から検体値を入手して事務局で算出した地点別の平均値に基づき集計した結果。 
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（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

公共用水域・淡水の実測値を用いて、人に対する曝露の推定を行った（表 2.3）。化学物質の

人による一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 

m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.3 各媒体中の濃度と一日曝露量 

 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

平 
 
 
 
 

均 

大気   

一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 

室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
   

水質   

飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
公共用水域・淡水 0.18 µg/L 程度 (2016)  0.0072 µg/kg/day 程度 

   

食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
   

土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
   

最 
 

大 
 

値 

大気   

一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 

室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

   

水質   

飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
公共用水域・淡水 2.7 µg/L 程度 (2016) 0.11 µg/kg/day 程度 

   

食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
   

土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
   

注：太字の数値は、リスク評価に用いた曝露濃度（曝露量）を示す。 

 

吸入曝露については、表 2.3 に示すとおり、一般環境大気及び室内空気の実測データが得られ

ていないため、平均曝露濃度、予測最大曝露濃度ともに設定できなかった。 

 
表 2.4 人の一日曝露量 

媒 体 平均曝露量 (μg/kg/day) 予測最大曝露量 (μg/kg/day) 

 大 気 一般環境大気   

  室内空気   

  飲料水   

 水 質 地下水   

  公共用水域・淡水 0.0072 0.11 

 食 物    

 土 壌    

注：太字の数値は、リスク評価に用いた曝露量を示す。 

 

経口曝露量については、表 2.4 に示すとおり曝露量を設定できる飲料水、地下水、食物及び土
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壌の実測データが得られていない。そこで公共用水域・淡水からのみ摂取すると仮定した場合

には平均曝露量は 0.0072 μg/kg/day 程度、予測最大曝露量は 0.11 μg/kg/day 程度となった。 

本物質は蓄積性がない又は低いと判断されているため、本物質の環境媒体から食物経由の曝

露量は少ないと考えられる。 

 

（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.5 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水域

では 2.7 μg/L 程度、海水域では 0.49 μg/L 程度となった。 

なお、限られた地域を対象とした公共用水域・海水において、最大 1.0 μg/L 程度の報告があ

る。 

 
表 2.5 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 0.18 μg/L 程度 (2016) 2.7 μg/L 程度 (2016) 

海 水 0.18 μg/L 程度 (2016) 
0.49 μg/L 程度 (2016) 

[限られた地域で 1.0 μg/L 程度

の報告がある(2015)] 
注：1) 環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す。 

2) 公共用水域・淡水は河川河口域を含む。 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

 

（1）体内動態、代謝 

C3H/HeJ マウスの雄に 14C でラベルした本物質 1 mg/kg を静脈内投与した結果、放射活性の

消失は 2 相性であり、第 1 相の半減期は約 0.3 時間、第 2 相の半減期は約 10 時間であった 1)。

別の試験でマウスに 14C でラベルした本物質 1 mg/kg を静脈内投与した結果では、第 1 相の半

減期は約 0.58 時間、第 2 相の半減期は約 10.2 時間であった 2)。また、純粋な本物質 2,000 mg/kg

を非密封で経皮投与した結果、初期急速吸収相（半減期 0.7 時間）の後、2 相性で消失（第 1

相は半減期 1.9 時間、第 2 相は半減期 31 時間）したが、経皮吸収試験は非密封であったため、

グルーミングによってトリエタノールアミンが経口吸収された可能性もあると著者らは考察

している 1)。 

Wistar ラットに本物質 100 mg/kg を経口投与した結果、本物質の 63％が投与後 65 分以内に

消化管から吸収された 3)。 

F344 ラットに 14C でラベルした本物質 68、276 mg/kg、C3H/HeJ マウスに 79、1,120 mg/kg

を経皮投与して吸収率を比較した結果、投与 72 時間後、ラットで約 20～30％が吸収されたの

に対し、マウスで約 60～80％が吸収された 4)。 

Wistar ラットに本物質 350 mg/day を経口投与した結果、尿中及び糞中排泄物は主に未変化

体であったが、少量のグルクロン酸抱合体も認められた 3)。C3H/HeJ マウスの雄に 14C でラベ

ルした本物質 1,000 mg/kg を経皮投与した結果、48 時間後に放射活性の 60%が尿中、28%が糞

便中に排泄された 1)。また、F344 ラットの雄に 14C でラベルした本物質 1,000 mg/kg を経皮投

与した結果では、54%が尿中、9%が糞便中に排泄された 1)。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 5) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 5,530 mg/kg 
ラット 経口 LD50 7,390 mg/kg 
マウス 経口 LD50 5,846 mg/kg 
ウサギ 経口 LD50 2,200 mg/kg 

モルモット 経口 LD50 2,200 mg/kg 
ラット 経皮 LD50 > 2 mg/kg 
ウサギ 経皮 LD50 > 16 mL/kg 
ウサギ 経皮 LD50 > 20 mL/kg 
 

本物質は眼、皮膚及び気道を刺激する。吸入すると咳、咽頭痛を生じ、眼に入ると充血、痛

み、重度の熱傷を生じ、皮膚に付くと発赤を生じる。反復または長期の接触により、皮膚感作

を引き起こすことがある 6)。 
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② 中・長期毒性 

ア）F344 ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、0.5、1、2、4、8％を飲水に添加（通常の飲水量

から求めた用量はそれぞれ 0、500、1,000、2,000、4,000、8,000 mg/kg/day に相当）して 14

日間投与した。ただし、4％以上の群では嗜好性に由来した飲水量の低下がみられた。試験

の結果、2％以上の群の雌で腎臓重量の増加、4％以上の群の雌で体重増加の抑制、肝臓、胸

腺、心臓、肺の重量の減少が認められた（各臓器について、相対重量、絶対重量の表記な

し）。試験最後の 4 日間で、高濃度群（詳細な濃度情報は不明）の 8 匹が死亡または瀕死の

状態となったため安楽殺したが、この濃度群の動物は体重減少がみられ、鼻周囲の被毛汚

染（赤褐色）、脱水に起因して赤血球数、ヘモグロビン濃度、ヘマトクリット値の増加がみ

られた。肉眼病理学的、組織病理学的所見に異常はなかった 7)。この結果から雌で NOAEL

を 1％（1,000 mg/kg/day）とする。 

 

イ）Cox CD ラット雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、250、500、1,000 mg/kg/day を餌に添加して 91

日間投与したげっ歯類における 90 日間反復経口投与毒性試験（OECD テストガイドライ

ン 408 準拠）の結果、体重や臓器重量、病理組織学的、血液学的に有意な変化はみられな

かった 8)。この結果から、NOAEL を 1,000 mg/kg/day 以上とする。 

 

ウ）B6C3F1 マウス雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、0.5、1、2、4、8％を飲水に添加（通常の飲水

量から求めた用量はそれぞれ、0、1,000、2,000、4,000、8,000、16,000 mg/kg/day に相当）し

て 14 日間投与した。ただし、4％以上の群では嗜好性に由来した飲水量の低下がみられた。

試験の結果、4％群で胸腺重量が有意に減少し、8％群では体重増加の抑制、脱水、肝臓の病

理組織学的変化がみられた。その他に肉眼病理学的、病理組織学的に異常な所見はみられ

なかった 9)（有意差の有無については不明、またすべての結果において雌雄の記載なし）。

この結果から、NOAEL を 2％（4,000 mg/kg/day）とする。 

 

エ）Wistar ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、本物質のエアロゾル 0、100、200、420 mg/m3（分

析値）を 5 日間（6 時間/日）吸入させ、曝露期間後 1 日観察した試験の結果、420 mg/m3群

の雌雄で曝露 1 日目以降に血様鼻汁（血液反応陰性）がみられた。体重、血液学的検査、

臨床化学的検査、機能所見については用量依存的な変化はみられなかった 10)。この結果か

ら、NOAEL を 420 mg/m3以上（曝露状況で補正：110 mg/m3）とする。 

 

オ）Wistar ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、本物質のエアロゾル 0、20、100、500 mg/m3（目

標濃度）を 28 日間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた 28 日間反復吸入投与毒性試験（OECD  

テストガイドライン 412 準拠）の結果、500 mg/m3群の雌雄で曝露期間の後半に鼻縁に赤い

痂皮（血液反応陽性）がみられた。病理組織学的検査では、20 mg/m3以上の群の雄、100 mg/m3

以上の群の雌で喉頭部の粘膜下層における局所的な炎症性変化がみられた。体重、血液学

的検査、臨床化学的検査、神経機能所見については用量依存的な変化はみられなかった 11)。

この結果から、雄で LOAEL を 20 mg/m3（曝露状況で補正：3.6 mg/m3）、雌で NOAEL を
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20 mg/m3 （曝露状況で補正：3.6 mg/m3）とする。 

 

カ）F344 ラット雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、125、250、500、1,000、2,000 mg/kg/day（目標濃

度）を 90 日間（5 日/週）経皮投与した亜慢性経皮毒性 90 日試験（OECD テストガイドラ

イン 411 準拠）の結果、2,000 mg/kg/day 群の雌雄で有意な体重増加の抑制がみられた。

1,000 mg/kg/day 以上の群の雌雄で右腎臓の絶対重量の増加、250 mg/kg/day 以上の群の雄及

び 1,000 mg/kg/day 以上の群の雌で右腎臓の相対重量の増加が認められた。2,000 mg/kg/day

群の雌で脾臓の絶対重量の減少が認められた一方、1,000 mg/kg/day 以上の群の雄では脾臓

の相対重量の増加が認められた。2,000 mg/kg/day 群の雄で胸腺の絶対重量の増加、肺の絶

対重量の減少が認められた。250 mg/kg/day 及び 2,000 mg/kg/day の群の雄で右の精巣上体の

相対重量の増加がみられた一方、2,000 mg/kg/day 群の雄では右の精巣上体の絶対重量の減

少がみられた。また、2,000 mg/kg/day 群の雄で左右両方の精巣の相対重量の有意な増加が

みられたが、剖検時の体重増加の抑制の結果であると示唆された。さらに、投与部皮膚に

おいて、500 mg/kg/day 以上の群の雄及び 1,000 mg/kg/day 以上の雌で皮膚の刺激、

1,000 mg/kg/day 以上の群の雌雄で鱗屑、2,000 mg/kg/day 群の雌雄で痂疲、2,000 mg/kg/day

群の雄で潰瘍がみられた。血液学的検査では、2,000 mg/kg/day 群の雌雄で平均赤血球容積

の減少、2,000 mg/kg/day 群の雄で白血球数の増加、2,000 mg/kg/day 群の雌で有意なヘマト

クリット値の低下が認められた。また、2,000 mg/kg/day 群の雌雄で分葉核好中球の相対数

及び絶対数の増加とリンパ球の相対数の低下、2,000 mg/kg/day 群の雄で好酸球の相対数及

び絶対数の増加が認められた。これらの血液学的変化は、皮膚刺激に起因する炎症反応に

よるものと考えられる。さらに、2,000 mg/kg/day 群の雌雄及び 250 mg/kg/day 群の雄で AST

値の増加、2,000 mg/kg/day 群の雌雄で ALT 値の増加、2,000 mg/kg/day 群の雌で血清尿素窒

素及びアルブミン値の増加が認められた。また、500 mg/kg/day 群及び 1,000 mg/kg/day 群の

雌でソルビトールデヒドロゲナーゼ（SDH）の減少が認められた。尿の分析では、

500 mg/kg/day 以上の群の雄で 3 日目以降に尿タンパクの減少が認められた。250 mg/kg/day

以上の群の雌でも、3 日目以降に尿タンパクの減少が認められたが、44 日目に 500 mg/kg/day

群の雌では尿タンパクの増加が認められた。1,000 mg/kg/day 以上の群の雌で結晶数の増加、

2,000 mg/kg/day 群の雄及び 1,000 mg/kg/day 以上の群の雌で尿比重の増加、2,000 mg/kg/day

群の雌で尿中グルコース濃度の増加が認められた 12)。 

 

キ）B6C3F1 マウス雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、250、500、1,000、2,000、4,000 mg/kg/day を

90 日間（5 日/週）経皮投与した亜慢性経皮毒性 90 日試験（OECD テストガイドライン 411

準拠）の結果、体重の有意な変化はみられなかった。250 mg/kg/day 群と 2,000 mg/kg/day 以

上の群の雄、及び 4,000 mg/kg/day 群の雌で肝臓の相対重量の増加、4,000 mg/kg/day 群の雌

雄で肝臓の絶対重量の増加、250 mg/kg/day 群の雌及び 2,000 mg/kg/day 以上の群の雌雄で

右腎臓の相対重量の増加、4,000 mg/kg/day 群の雌で脾臓の絶対重量及び相対重量の増加、

4,000 mg/kg/day 群の雌雄で心臓の相対重量の増加が認められた。病理組織学的検査では

4,000 mg/kg/day 群の雌雄及び 2,000 mg/kg/day 群の雌で、塗布部皮膚において、慢性活動性

炎症及び有棘細胞症を特徴とする肉眼的な痂皮、白色皮膚及び白色鱗屑がみられた。また、

血液学的検査では、4,000 mg/kg/day 群の雌で白血球数と平均血色素濃度の有意な増加、
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2,000 mg/kg/day 群の雌で平均赤血球容積の有意な減少がみられた。さらに、250 mg/kg/day

以上の群の雌雄で血清 SDH の有意な減少がみられた。さらに、2,000 mg/kg/day 群の雌で血

清総タンパク質とアルブミンの増加がみられた 13)。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Wistar ラットの雌雄 10 匹を 1 群とし、0、100、300、1,000 mg/kg/day を雌雄ともに 2 週

間の交配前及び交配期間（最大 2 週間）、雄は交配後約 1 週間、雌は妊娠期間全体と 4 日間

の授乳期間に強制経口投与した、生殖/発生毒性スクリーニング試験（OECD テストガイド

ライン 421、EPA OPPTS 870.3550 準拠）の結果、1,000 mg/kg/day 群の雌で平均着床部位数

が 20％減少、平均産仔数が 33％減少し、着床後欠損数の増加（対照群 3.7％に対して 19.4％）

がみられた。いずれの用量においても、繁殖能力、受胎能、全身毒性に関する悪影響はみら

れなかった 14)。ただし、Australian Industrial Chemicals Introduction Scheme（2013）では、経

口投与前に被験物質が緩衝化されているといった条件が記載されていないことを考慮する

と、観察された生殖・発生の影響が母親の全身性アルカローシスに起因するものであるか

どうかが懸念されるとしている 15)。以上の結果から、胎仔の発生毒性に関する NOAEL を

300 mg/kg/day とする。 

 

イ）Sprague Dawley ラットの雌 10 匹を 1 群とし、0、100、500、1,000、2,500、5,000 mg/kg/day

を妊娠 6～15 日に強制経口投与し、胎仔は妊娠 20 日に帝王切開で出産させ、着床数、吸収、

生死、子宮重量を調査した試験の結果、母ラットにおいて、2,500 mg/kg/day 群では妊娠し

た 8 匹中 1 匹、5,000 mg/kg/day 群では妊娠した 9 匹中 3 匹が死亡したが、食道への傷害の

証拠もあったため、本物質に起因する影響かどうかは不明である。妊娠 8 日から、2,500 

mg/kg/day 以上の群で仔の体重増加がわずかに減少し、その減少は 5,000 mg/kg/day 群での

み有意だった。5,000 mg/kg/day 群のうち 1 匹の母ラットでは全ての胚が吸収された。その

他については発生毒性の兆候は見られなかった 16)。この結果から、胎仔の発生毒性に関す

る NOAEL を 2,500 mg/kg/day とする。 

 

ウ）CD-1 マウスの雌 50 匹の妊娠 6～15 日に 1,125 mg/kg/day を強制経口投与した試験では、

対照群と比較して、母マウスの死亡率、生存産仔数、産仔数、産仔の生存率及び体重に影響

はみられなかった 17)。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）本物質の原液を志願者 6 人の上腕の皮膚に塗布した試験では、塗布直後において 1 人に

わずかな灼熱感と軽度の紅斑がみられた。別の試験では、本物質の原液を志願者の前腕の

皮膚に塗布した結果、24 時間後には影響はみられなかったが、72 時間後には 5 人中 2 人に

軽度の紅斑が観察された。一方で、本物質をオリーブ油及び水に溶かした 50％溶液では皮

膚への影響はみられなかった 18, 19)。また、白人成人の志願者の前腕皮膚に対し、30 ゲージ、

1.5 インチの針で 8 本の十字の傷（一方向に 4 本、直角に 4 本）をつけ、健常皮膚と傷をつ

けた皮膚にそれぞれ本物質の 5、10、100％エタノール溶液を 1 日 1 回、3 日間局所的に塗
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布した試験では、皮膚刺激の閾値濃度は、健常皮膚では 100％、傷をつけた皮膚では 5％で

あった。傷をつけた皮膚での刺激性は、4 段階（軽微、軽度、中等度、重度）のうち 5％溶

液では軽度、10％溶液では重度とされた 20)。 

  本物質に関しては、健常者及び、職業性皮膚炎患者、医薬品や化粧品に関連した接触性

皮膚炎患者のパッチテストに関する研究が多く報告されている。2009 年に報告されたレビ

ュー文献では、本物質 2.5％を含有したワセリンでパッチテストした合計 85,098 人の患者

のうち反応したのはわずか 232 人（0.4％）であり、その程度は軽度であった。また、陽性

者と非陽性者の職業には明確な違いはみられず、同様に、本物質を含む化粧品や外用治療

薬等への、原因と疑われる曝露の頻度に関しても差はなかった。このことから、著者らは、

トリエタノールアミンの感作性は非常に低いと結論づけている 21)。 

 

イ）ヒトの皮膚における炎症性メディエーターのシグナル放出の影響について、12 人の男性

志願者の前腕に本物質の水溶液または非水溶液を塗布した結果、24 時間後に被験者の 17％

に弱い紅斑が観察された。さらに、24 時間後に処置した皮膚部位から採取した吸引水疱液

では、アラキドン酸とプロスタグランジンの濃度に有意な増加はみられなかった 22)。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2

に示すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 

WHO IARC (2000) 3 ヒトに対する発がん性については分類できない 

EU EU －  

 EPA －  

USA ACGIH －  

 NTP － 

日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 
 

② 遺伝子傷害性に関する知見 

ア）in vitro 試験系では、代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌 23～26) 及

び大腸菌 24, 25)で遺伝子突然変異を誘発しなかった。枯草菌では S9 無添加で遺伝子突然変異

を誘発し、S9 添加では誘発しなかった 27)。また、S9 無添加の枯草菌で DNA 傷害を誘発し

なかった 24)。S9 添加の有無にかかわらずの酵母で遺伝子組み換えを誘発しなかった 25)。S9

無添加のラット肝細胞（初代培養）で不定期 DNA 合成を誘発しなかった 23)。S9 添加の有

無にかかわらずチャイニーズハムスター卵巣細胞（CHO）で姉妹染色分体交換を誘発しな

かった 28)。S9 無添加のチャイニーズハムスター肺細胞（CHL）24) 及びラット肝細胞（RL）25)、

S9 添加の有無にかかわらずチャイニーズハムスター卵巣細胞（CHO）28)、S9 無添加のヒト
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リンパ球 29) で染色体異常を誘発しなかった。S9 無添加のシリアンハムスター胚細胞（SHE）

で形質転換を誘発しなかった 24)。 

 

イ）in vivo 試験系では、経口投与又は腹部注入したショウジョウバエで伴性劣性致死突然変

異を誘発せず 30)、経皮投与した雌雄マウスの末梢血で小核を誘発しなかった 31)。 

 

③ 実験動物に関する発がん性の知見 

ア）ICR-JCL マウス雌雄各 40 匹を 1 群とし、対照群には未処理の飼料を、投与群には 0.03、

0.3％w/w（分析値）の濃度で本物質を添加した粉末飼料を 100℃で 40 分間加熱して調製し、

生涯にわたって投与した試験が行われた。その結果、0.03％以上の群の雌ではリンパ腫をは

じめとする悪性腫瘍の発生率が有意に増加し、用量依存性が認められた（対照群 2.8％、

0.03％群 27％、0.3％群 36％）。腫瘍の種類については、リンパ球性、リンパ芽球性、細網

細胞性、形質細胞性のがんがみられ、特にリンパ腫が多かった。一方、雄では腫瘍の発生率

の増加は見られなかった 27)。IARC の作業部会では、対照群の雌マウスのリンパ腫の自然発

生率に関する背景データがないこと、及び飼料中のトリエタノールアミンの加熱により分

解産物が生じた可能性を指摘している 32)。 

ICR マウスの腫瘍の自然発生率について、別の長期研究では、ICR マウス雌雄各 20 匹の対

照群を 109 週目まで観察した結果、雌におけるリンパ造血器系の腫瘍（胸腺リンパ腫と非

胸腺白血病）の合計発生率は 5/15（33％）であり、Hoshino and Tanooka（1978）27)の研究で

観察された雌の対照群の発生率の 10 倍程度、投与群の雌の発生率と同等であった 33)。 

 

イ）B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、1、2％の濃度で本物質（不純物として 1.9％の

ジエタノールアミンを含む）を飲水に添加して 82 週間投与した試験が行われた。高用量の

濃度２％は最大耐容量と推定される値である。試験の結果、82 週目に生存していたマウス

の割合は、雌は全群で 50/50（100％）、雄は対照群で 43/50（86％）、1％群で 46/50（92％）、

2％群で 48/50（96％）であった。体重に有意差は認められなかった。本物質の投与に関連

した腫瘍発生率の増加は認められなかった 34)。なお、飲水量から求めた 0、1、2％群の用量

は雄で 0、1,900、3,500 mg/kg/day、雌で 0、1,500、3,600 mg/kg/day であった。 

 

ウ）F344/DuCrj ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、1、2％の濃度で本物質（不純物として 1.9％

のジエタノールアミンを含む）を飲水に添加して 2 年間投与した試験では、約 60 週目に、

高用量群の雌で体重増加の抑制と死亡率の増加がみられた。そのため、雌の両群とも 68 週

目に本物質の投与を 1 週間中止し、その後 69 週目から本物質濃度を半減させた（0.5％及び

1％）。104 週目に投与を停止し、105 週目以降すべての群において未処理の飲料水を与え、

113 週目まで観察を続けた。その結果、低、高用量群の雌、及び高用量群の雄で体重増加の

抑制がみられ、雌では腎毒性による死亡率が用量依存的に増加した。低、高用量群の雌雄

で腎臓の絶対重量及び相対重量の増加、高用量群の雄で肝臓の絶対重量の減少が認められ

た。また、低、高用量群の雌雄で腎乳頭の石灰化、低、高用量群の雌及び高用量群の雄で慢

性腎症、低、高用量群の雌では腎盂粘膜の結節性過形成が認められた。対照群、低用量群、
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高用量群における死亡率は、それぞれ雄で 32、32、34％、雌で 16、32、42％であった。本

物質の投与に関連した腫瘍の発生率の増加は観察されなかった 35)。飲水量から求めた投与

量は雄で 0、560、1,300 mg/kg/day、雌で 0、590、1,200 mg/kg/day であった。この結果から、

一般毒性の LOAEL を雄で 560 mg/kg/day、雌で 590 mg/kg/day とする。 

 

エ）F344 ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、雄に 0、32、63、125 mg/kg/day、雌に 0、63、125、

250 mg/kg/day を 2 年間（5 日/週）経皮投与した試験の結果、63 mg/kg/day 以上の群の雌及

び 125 mg/kg/day 群の雄で投与部の皮膚に炎症や潰瘍形成がみられ、雌では投与 15 ヶ月目

の中間評価でも同様の傾向がみられた。また、250 mg/kg/day 群の雌で腎臓の重量が増加し

た。 

発がん性に関しては、32 mg/kg/day 以上の群の雄の 7 匹、雌では対照群の 1 匹と 63 mg/kg/day

群の 1 匹で腎尿細管細胞腺腫がみられた。また、125 mg/kg/day 群の雄 1 匹と 250 mg/kg/day

群の雌 1 匹に腎尿細管過形成、32 mg/kg/day 群の雄 1 匹で腎オンコサイトーマがみられた。

試験終了時には対照群、投与群で腎臓の過形成が観察され、過形成の発生率は同程度であ

ったが、雄の群で対照群より投与群の方が重度であった。著者らは、雄における腎尿細管

細胞腺腫の発生率のわずかな増加に基づき、本物質の発がん性の証拠はあいまいであると

している 36)。 

 

オ）B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、雄に 0、200、630、2,000 mg/kg/day を 104 週間（5

日/週）、雌に 0、100、300、1,000 mg/kg/day を 104～105 週間（5 日/週）経皮投与した試験

の結果、2,000 mg/kg/day 群の雄の平均体重は、第 69 週から試験終了までの期間で対照群と

比較して 8～10％低かった。全投与群の生存率は対照群と同程度であった。投与 15 ヶ月目

の中間評価では、630 mg/kg/day 以上の群の雄の右腎臓の絶対重量及び相対重量、2,000 

mg/kg/day 群の雄の左腎臓の絶対重量及び相対重量の増加が認められた。雌雄ともに投与部

位の皮膚に表皮の肥厚（有棘細胞症）及び炎症が観察され、2,000 mg/kg/day 群の雄では発

生率の有意な増加が認められたが、有棘細胞症及び炎症の重症度に用量依存性はなかった。

また、2,000 mg/kg/day 群では毛包及び皮脂腺の萎縮が認められた。 

発がん性に関しては、2,000 mg/kg/day 群の雄及び 1,000 mg/kg/day 群の雌で肝細胞腺腫及び

多発性腺腫の発生率の増加が認められた。また、2,000 mg/kg/day 群の雄で好酸性変異巣の

発生率の増加が認められ、3 匹で肝芽腫が認められた。さらに、2,000 mg/kg/day 群の雄で肝

細胞腺腫と癌、肝芽腫をあわせた発生率、1,000 mg/kg/day 群の雌で肝細胞腺腫と癌をあわ

せた発生率の増加が認められた。しかしながら、雄では非腫瘍性の肝臓病変のパターンを

示し、肝臓内に Helicobacter hepaticus の感染を示唆する銀染色性のらせん状生物を認め、

PCR アッセイと培養により、Helicobacter hepaticus の存在が確認された。雄マウスにおける

肝細胞がんの発生率の増加は、Helicobacter hepaticus 感染と関連することが示されている 36)。

そのため、IARC の作業部会では、この研究を発がん性の評価において考慮しなかった 32)。 

 

カ）B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、雄に 0、200、630、2,000 mg/kg/day を 104 週間（5

日/週）、雌に 0、100、300、1,000 mg/kg/day を 104～105 週間（5 日/週）経皮投与した試験

の結果、雌雄の全投与群の生存率は対照群と同程度であった。また、2,000 mg/kg/day 群の
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雄は 17 週目から 37 週目まで及び試験終了時に体重増加の抑制がみられた。雌雄で用量依

存性の投与部位の皮膚の刺激性変化がみられ、雌よりも雄で顕著だった。剖検ではすべて

の投与群の投与部位に痂皮、表皮過形成、真皮の慢性炎症がみられ、200 mg/kg/day 以上の

群の雄と 300 mg/kg/day 以上の群の雌において化膿性炎症、630 mg/kg/day 以上の群の雄と

1,000 mg/kg/day 群の雌で潰瘍形成がみられ、これらの病変の発生頻度及び重症度は概ね投

与量の増加に伴って増加した。 

発がん性に関しては、雄で肝芽腫がみられたが、用量依存性がなかったため、著者らは発

がん性の明白な証拠はないと結論づけている。一方で、雌では多発性腺腫の発生率の増加

がみられ、300 mg/kg/day 以上の群で有意であったことから、著者らは発がん性の証拠があ

ると結論づけている。肝細胞癌の発生数には用量依存性は認められなかった。また、全投

与群で肝臓の好酸球の増加がみられ、200 mg/kg/day 以上の群の雄、300 mg/kg/day 以上の群

の雌で有意だった 4)。 

 

キ）③実験動物に関する発がん性の知見オ）の試験における Helicobacter hepaticus への感染の

肝細胞がんの誘発に対する影響を調べるため、NTP による③実験動物に関する発がん性の

知見オ）、カ）の 2 つの試験の結果を比較したデータ解析が同試験機関により実施された。

その結果、オ）の試験に関して、モデリング手法で推定された肝細胞がん発生の期待値と

比較して、投与群の雄で有意差は確認されず、Helicobacter hepaticus への感染が肝腫瘍誘発

に影響を与えたことが示唆された。一方、雌では期待値と比較して投与群で肝細胞腺腫の

発生率が有意に高かったが、肝細胞癌の発生率は有意に低く、腺腫と癌を合わせた発生率

及び、すべての肝細胞がんを合わせた発生率に有意差はみられなかった 37)。 

 

ク）消化管の様々な生理的条件下での本物質のニトロソ化の可能性を調べるため、in vitro で

本物質とニトロソ化剤である亜硝酸ナトリウム（NaNO2）を酢酸、硫酸、塩酸で調整した数

種類の pH（2～10）の水性混合液を 37℃で 23 時間培養、又はマウスの盲腸内容物（腸内細

菌叢）を播種し pH 7.3 に調整した培養液を 27℃で 15 時間培養した試験の結果、本物質の

ニトロソ化による N-ニトロソジエタノールアミンの生成は、水性混合液中で最大 3.1％、ラ

ットの腸内細菌叢を播種した培養液中で最大 0.68％とわずかであった。また、B6C3F1マウ

スの雌 6 匹に 7 日間、本物質 1,000 mg/kg/day を経皮投与、NaNO2
 0.14 g/L を経口投与した

試験の結果、血液、胃の内容物及び尿において N-ニトロソジエタノールアミンの体内での

生成を確認できなかった。一方、B6C3F1マウスの雌（匹数不明）に本物質 1,000 mg/kg/day 

と NaNO2 50 mg/kg を同時に単回経口投与した結果、血液及び摂取物において N-ニトロソジ

エタノールアミンが確認されたが、その濃度はモル等量のジエタノールアミンと NaNO2を

投与した陽性対照群よりも低かった 38)。したがって、MAK Value Documentation（2010）で

は、トリエタノールアミンによって形成される N-ニトロソジエタノールアミンによる発が

ん性の可能性は否定できるとしている 39)。 

 

④ ヒトに関する発がん性の知見 

ア）スウェーデンのヨーテボリ市の金属部品製造工場で 1958 年から 1976 年までの間に特定の
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研削部門に少なくとも 5 年間勤務した男性労働者 556 人のうち、アミン（主にトリエタノー

ルアミン、ジエタノールアミン、モノエタノールアミン等のアルカノールアミン）と NaNO2

の両方を含む切削液（各成分の含有量不明）の使用歴が少なくとも 1 年間以上ある 219 人を

対象とした後ろ向きコホート調査が行われた。対照群はヨーテボリ市の人口 440,000 人とし

た。これらの成分を含む切削油剤は少なくとも 1956 年から使用されているため、10 年間以上

の潜伏期間を設け、1966 年から 1983 年まで追跡した。死亡の情報は工場の死亡登録から収集

し、その死因を分析に用いた。その結果、死亡率とがんの罹患率について、対照群との有意な

差はなかった 40)。また、アメリカの自動車工場で 1938 年から 1967 年までの間に少なくとも

1 年間勤務していた労働者を対象としたコホート調査では、本物質を含む金属加工油剤への

曝露と複数のがんとの関連が報告されているが、本物質の曝露との関連は不明である 41)。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性に関する知見が得られているが、発

がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断でき

ない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基

づき無毒性量等を設定することとする。 

経口曝露については、実験動物に関する発がん性ウ）に示したラットの試験から得られた、

LOAEL 560 mg/kg/day（雄の腎臓の絶対重量及び相対重量の増加や腎乳頭の石灰化）を、LOAEL

であることから 10 で除した 56 mg/kg/day が信頼性のある最も低用量の知見と判断し、これを

無毒性量等に設定する。 

吸入曝露については、中・長期毒性オ）に示したラットの試験から得られた LOAEL 20 mg/m3

（鼻縁の痂皮、喉頭部の粘膜下層における局所的な炎症性変化）を曝露状況で補正して

3.6 mg/m3とし、LOAEL であることから 10 で除し、慢性曝露への補正が必要なことから 10 で

除した 0.036 mg/m3 が信頼性のある最も低用量の知見と判断し、これを無毒性量等に設定す

る。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 

ア）経口曝露 

【予測最大曝露量に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 

経口曝露については、公共用水域・淡水を摂取すると仮定した場合、平均曝露量は 0.0072 

µg/kg/day 程度、予測最大曝露量は 0.11 µg/kg/day 程度であった。無毒性量等 56 mg/kg/day と

予測最大曝露量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除して求めた 

MOE は 51,000 となる。 

このため、健康リスクの判定としては、現時点では作業は必要ないと考えられる。 
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表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測最大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

56 mg/kg/day ラット 
－ 

公共用水

域・淡水 
0.0072 µg/kg/day 

程度 
0.11 µg/kg/day 程度 51,000 

 

 

【総合的な判定】 

本物質は化管法の第一種指定化学物質ではなく、排出量及び移動量は得られなかった。食

物からの曝露量も得られていないが、環境媒体から食物経由で摂取される曝露量は少ないと

推定されることから、その曝露量を加えても MOE が大きく変化することはないと考えられ

る。 

したがって、総合的な判定としても、現時点では作業は必要ないと考えられる。 

 

イ）吸入曝露 

【予測最大曝露濃度に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 

吸入曝露については、曝露濃度が把握されていないため、健康リスクの判定はできなかっ

た。 
 
 

表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 － － 

0.036 mg/m3 ラット 
－ 

室内空気 － － － 

 

 

【総合的な判定】 

本物質は化管法の第一種指定化学物質ではなく、排出量及び移動量は得られなかった。本

物質は吸入曝露において有害性が認められており、大気への媒体別分別割合は低いものの、

ミストとして大気中に存在する可能性があり、曝露量が不明である。 

したがって、総合的な判定としては、本物質の一般環境大気からの吸入曝露について、健

康リスクの評価に向けて情報収集等を行う必要性があると考えられる。 

まずは高排出事業所近傍の大気中の濃度データを充実させることが必要と考えられる。
 

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、生物群（藻類等、甲殻類等、魚類

及びその他の生物）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなった。 

 

表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 

生物名 生物分類／和名 
エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性 

採用の 

可能性 
文献 No. 

藻類等  ○ 7,900*1 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 
EC10 
GRO (RATE) 

3 D C 3)-1 

  ○ 26,000*2 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 
EC10 
GRO (RATE) 

3 D C 3)-1 

  ○ < 28,000 
Phaeodactylum 
tricornutum 

珪藻類 NOEC GRO 3 B B 1)-162932 

  ○ 110,000 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 
EC10 
GRO (RATE) 

2 B B 1)-2997 

 ○  204,000 Phaeodactylum 
tricornutum 

珪藻類 EC50 GRO 3 B B 1)-162932 

 ○  216,000*1 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 
EC50 
GRO (RATE) 

3 D C 3)-1 

 ○  512,000*2 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 
EC50 
GRO (RATE) 

3 D C 3)-1 

 ○  750,000 
Desmodesmus 
subspicatus 

緑藻類 
EC50 
GRO (RATE) 

2 D C 1)-2997 

甲殻類

等 
 ○ 16,000 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B B 1)-847 

 ○  > 100,000 
Crangon 
crangon 

エビジャコ属 LC50   MOR 2 D C 1)-906 

 ○  577,000 Artemia monica アルテミア属 EC50   IMM 1 B B 1)-162932 

 ○  609,980 
Ceriodaphnia  
cf. dubia 

ネコゼミジン

コ属 
EC50   IMM 2 B B 1)-20672 

 ○  1,390,000 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 1 B B 1)-5718 

魚 類 ○  > 1,000,000 Oryzias latipes メダカ LC50   MOR 2 D C 2)-2024027 

 ○  > 10,000,000 Leuciscus idus コイ目 LC50   MOR 2 D C 3)-2 
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生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 

生物名 生物分類／和名 
エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性 

採用の 

可能性 
文献 No. 

 ○  11,800,000*2 Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50   MOR 4 B B 1)-3217 

その他 ○  112,000 
Mytilus 
galloprovincialis 

ムラサキイガ

イ 
EC50   DVP 2 B B 1)-162932 

 ○  236,000 
Crassostrea 
gigas 

マガキ EC50   DVP 1 B B 1)-162932 

 ○  8,390,000 
Tetrahymena 
pyriformis 

テトラヒメナ

属 
IGC50  POP 40 時間 B B 2)-2011133 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）：PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 

EC10 (10% Effective Concentration)：10%影響濃度、EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、 

IGC50 (Median Growth Inhibitory Concentration)：半数増殖阻害濃度、LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、

NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 

影響内容 

DVP (Development)：発生、GRO (Growth)：生長（植物）、IMM (Immobilization)：遊泳阻害、MOR (Mortality)：死亡、

POP (Population Change)：個体群の変化（ここでは増殖）、REP (Reproduction)：繁殖、再生産、 

毒性値の算出方法 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

*1 pH は無調整 

*2 pH は中性付近に調整 

 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のために採用した。その知見の

概要は以下のとおりである。 

 

1） 藻類等 

Libralato ら 1)-162932 は ISO の試験方法 (ISO 10253, 2006) に基づき、珪藻類 Phaeodactylum 

tricornutum の藻類生長阻害試験を実施した。試験は止水式で行われ、設定試験濃度は対照区及

び 6 濃度区 (28～907.97 mg/L) であった。生長阻害に関する 72 時間半数影響濃度 (EC50) は、

設定濃度に基づき 204,000 µg/L、72 時間無影響濃度 (NOEC) は、設定濃度に基づき 28,000 µg/L

未満とされた。 

 

2） 甲殻類等 

Libralato ら 1)-162932は、イタリア APAT の試験方法 (APAT-IRSA / CNR, 2003) に基づき、アル

テミア属 Artemia monica (＝Artemia franciscana) の急性遊泳阻害試験を実施した。試験は止水式

で行われ、設定試験濃度は対照区及び 6 濃度区であった。試験用水には人工海水が用いられた。

遊泳阻害に関する 24 時間半数影響濃度 (EC50) は、設定濃度に基づき 577,000 µg/L であった。 
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また、Kühn ら 1)-847はドイツ連邦環境庁 (FEA) 提案の暫定方法 (1984) に準拠して、オオミジ

ンコ Daphnia magna の繁殖試験を行った。試験は半止水式（週 3 回換水）で行われ、設定試験

濃度の範囲は、8～1,000 mg/L（公比 2）であった。試験用水にはドイツ工業規格 (DIN38412 Part 

I, II, 1982) に従った人工調製水（硬度 250 mg/L、CaCO3換算）が用いられた。被験物質の実測

濃度は、設定濃度より 20%以上減少しなかったため、毒性値の算出には設定濃度が用いられた。

繁殖阻害（親個体の死亡率）に関する 21 日間無影響濃度 (NOEC) は、設定濃度に基づき 16,000 

µg/L であった。 
 

3） 魚 類 

Geiger ら 1)-3217は、ファットヘッドミノーPimephales promelas の急性毒性試験を実施した。試

験は流水式 (14.4 倍容量換水／日) で行われ、設定試験濃度は 0（対照区）、7.30、11.2、17.3、

26.6、40.9 g/L（公比 1.5）であった。試験用水には、スペリオル湖水又は脱塩素水道水が用いら

れた。分析時の回収率で補正した被験物質の実測濃度は、< 0.02（対照区）、6.14、9.86、15.4、

24.4、38.1 g/L であった。96 時間半数致死濃度 (LC50) は、実測濃度に基づき 11,800,000 µg/L で

あった。 
 

4） その他の生物 

Libralato ら 1)-162932 は、修正した米国 ASTM の試験方法 (E724-98, 2004) に基づき、ムラサキ

イガイ Mytilus galloprovincialis の胚急性毒性試験を実施した。試験は止水式で行われ、設定試験

濃度は対照区及び 10 濃度区であった。試験用水には海水が用いられた。発生異常に関する 48

時間半数影響濃度 (EC50) は、設定濃度に基づき 112,000 µg/L であった。 
 

（2）定量的構造活性相関 (QSAR) 等による検討 

本物質について、定量的構造活性相関 (QSAR) 等による検討は行わなかった。 
 

（3）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

生態毒性試験によって得られた毒性値のうち、急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、

上記本文で示した最小毒性値に情報量に応じたアセスメント係数を適用し、予測無影響濃度 

(PNEC) を求めた。 
 

急性毒性値 

藻類等 Phaeodactylum tricornutum 72 時間 EC50（生長阻害）  204,000 µg/L 

甲殻類等 Artemia monica 24 時間 EC50（遊泳阻害）  577,000 µg/L 

魚 類 Pimephales promelas 96 時間 LC50  11,800,000 µg/L 

その他 Mytilus galloprovincialis 48 時間 EC50（発生異常） 112,000 µg/L 

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類等、甲殻類等、魚類）及びその他の生物について信頼

できる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうち、その他の生物を除いた最も小さい値（藻類等の 204,000 µg/L）をアセ

スメント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 2,000 µg/L が得られた。

なお、その他の生物を採用した場合、急性毒性値に基づく PNEC の参考値は 1,100 µg/L となる。 
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慢性毒性値 

藻類等 Phaeodactylum tricornutum 72 時間 NOEC（生長阻害） 28,000 µg/L 未満 

甲殻類等 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害） 16,000 µg/L   

アセスメント係数：100［2 生物群（藻類等及び甲殻類等）の信頼できる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうち、確定値（甲殻類等の 16,000 µg/L）をアセスメント係数 100 で除する

ことにより、慢性毒性値に基づく PNEC 値 160 µg/L が得られた。 
 

本物質の PNEC としては、甲殻類等の慢性毒性値から得られた 160 µg/L を採用する。 

 

（4）生態リスクの初期評価結果 

【PEC / PNEC 比による生態リスクの判定】 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度で見ると淡水域、海水域ともに 0.18 µg/L 程度

であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度 (PEC) は、淡水域で 2.7 µg/L程度、

海水域では 0.49 µg/L 程度であり、PEC と予測無影響濃度 (PNEC) の比は、淡水域で 0.02、海水

域では 0.003 となる。 

したがって、生態リスクの判定としては、現時点では作業の必要はないと考えられる。 

 

表 4.2 生態リスクの判定結果 

水 質 平均濃度 最大濃度 (PEC) PNEC 
PEC / 

PNEC 比 

公共用水域・淡水 0.18 μg/L 程度 (2016) 2.7 μg/L 程度 (2016) 

160 

µg/L 

0.02 

公共用水域・海水 0.18 μg/L 程度 (2016) 
0.49 μg/L 程度 (2016) 

[限られた地域で 1.0 μg/L
程度の報告がある (2015)] 

0.003 

注：1) 環境中濃度での (  ) 内の数値は測定年度を示す 
2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

 

【総合的な判定】 

限られた地域を対象とした公共用水域・海水において、最大 1.0 μg/L 程度の報告がある。こ

の濃度と PNEC の比は 0.006 であった。 

また、本物質は、公共用水域の水質調査地点（表 2.2.1～2.2.2）の多くで検出されているもの

の、水質濃度は PNEC よりも十分に小さい値となっている。 

以上より、総合的な判定としても、現時点では作業の必要はないと考えられた。 
  

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要 
ないと考えられる。 

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC / PNEC＝0.1 PEC / PNEC＝1 ［ 判定基準 ］
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